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 この提言は、日本学術会議基礎医学委員会の審議結果を取りまとめ公表する

ものである。  
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要  旨 

 

１ 作成の背景 

我が国の博士研究員（ポスドク）の人口は 2008 年の時点でおよそ 18000 人と

報告されている。その実態調査はこれまでも日本学術会議数理科学委員会や文

部科学省科学技術政策研究所などが中心になり行われてきたが、多くは大学や

研究機関を通じた政策的行政的な立場からの調査であり、ポスドクの意見を直

接集約する形での大規模な調査はほとんど行われていなかった。一方、米国で

は、科学者・技術者の団体がポスドクへの直接アンケートによる大規模な調査

を行ってきた。我が国の科学・技術の発展のためには、アンケートを通じてポ

スドクから雇用環境やキャリアパスに関する意見を直接集約し、その現状と問

題点を把握することが極めて有用であると考えられた。 

また我が国の多くの大学では、国立大学の独立法人化や教員定員の削減に伴

い、最近、任期制の助教、任期制助手（大学により定義は異なる）を３−５年の

任期で採用するようになっている。このような職に就いている人たちも実質的

にはポスドクと類似の境遇にあることから、アンケートの対象にすることが適

当と考えられた。 

そこで本委員会及び基礎生物学委員会は、平成 23 年４月 12 日から５月 19 日

にかけて、生物科学学会連合（http://www.nacos.com/seikaren/）加盟の 25 団

体を通じて、その会員である生命系のポスドク並びに任期制助教・任期制助手

（以下「ポスドク等」と総称）に対し、ウェブを利用したアンケート調査への

参加を呼び掛け、1147 名からの回答を得た。その集計結果から我が国のポスド

ク等が置かれた現状と問題点を分析し、基礎医学委員会が中心となり、本提言

をまとめた。 

  

２ 現状及び問題点 

我が国の生命系におけるポスドク等の現状は次のようにまとめられる。 

・ポスドク等の 40％以上が任期制の職を３回（もしくは５年）以上経験して

おり、雇用の形態については 60％以上の人が不満を持っている。任期制で

あることが結婚、子どもを持つこと、住宅購入などに影響すると考えてい

る人の割合は 70％もしくはそれ以上である。 

・ポスドク等の約 40％の年収は 400 万円以下である。また半数以上が退職金

や住宅手当の支給を受けられない。また超過勤務が目立ち、仕事量に関し

てほぼ半数が不満を持っている。 

・現職において研究技術やコミュニケーション技術は身に付くが、教育能力

や統括能力は身に付かないと感じている。また研究者としての能力の向上、

キャリア開発に向けたトレーニングの必要性を感じている。 

・ポスドク等の 78％の人が次の職を探している。ほぼ全員が大学か研究所で



 

iii 

の就職を希望しており、企業を念頭に置いている人は 45％である。再就職

する場合の問題点としては、大学や研究所での求人が少ないこと、公募し

ていても形式的で内部昇格が多いことを挙げている。 

・ポスドク等の 78％は海外での勤務経験がない。海外を志向しない理由と  

 して、帰国後の職がないこと（43％）、海外経験が必要と思わないこと（19％）  

 などを挙げている。一方 30-35 歳のポスドク等の 18％、36-40 歳の 32％、 

 41 歳以上の 40％は海外経験をもつが、安定した職の獲得には至っていない。 

  

  これらの現状を我が国の社会的・経済的状況と対比して分析した結果、以   

 下が問題点として考えられる。 

・労働条件：極端な低収入の人が散見されることが特に問題である。長時間

労働が常態化しており、ワークライフバランスへの悪影響が懸念される。 

・アカデミアにおけるキャリアパスの不足：大多数が大学や公的研究機関（い 

わゆるアカデミア）で定年制の職に就くことを希望しているが、実現困難で

ある。任期付職制での勤務が常態化する一因として、定年制教職員と任期付

教職員のキャリアトラックが分断されている事が挙げられ、解決には制度改

革が必要と思われる。 

・キャリアパスにおける選択肢の不足：ポスドク等のアカデミア志向には、

それ以外のキャリアパスが見えにくいことも寄与している。産学官の交流の

拡大やインセンティブ付与を通じて民間へのキャリアパスを開き、またこの

ようなキャリアパスを可視化することが必要と考えられる。 

・キャリア開発のためのトレーニングの不足：キャリア開発のためのトレー

ニングの不足は、就職後の不満として突出している（44％が不満）。 

・海外経験者の不遇：ポスドク等の海外での研鑽は我が国のプレゼンスを向

上する上で不可欠の要素であるが、海外経験があっても定年制の職を得る

ことは困難である。帰国後の就職難については特に改善を要する。 

 

３ 提言等の内容 

 これらの現状と問題点を踏まえ、本委員会は以下を提言する。 

(1) ポスドク等の待遇面での一定の基準を国策として定めるとともに、将来

のキャリアパスに繋がるトレーニングを十分行う機会をつくること 

(2) 大学・公的研究所等において、テニュアトラックシステムを充実させる

仕組みを構築すること 

(3) 海外留学を奨励するための新しい仕組みを構築すること 

(4) 企業等でのインターンシップを促進するために企業側にも税制の優遇

措置等を行うとともに、ポスドク等を一定の割合で雇用するよう奨励するこ

と
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１ はじめに 

 

 大学院の重点化政策と、ポスドクター等１万人支援計画などにより、大学・

研究機関には多くのポスドクが採用され、結果として我が国の研究レベルの向

上への貢献は確かにあったと思われる。しかしながら一方で、大学・研究所な

どの常勤の定員は年々削減されており、ポスドクに就いた後のキャリアパスの

仕組みがないために、現在ポスドクあるいは類似の職にある人たちは将来に大

きな不安をいだいていると考えられる。また、若い人たちの安定志向とも相ま

って海外留学は減少し、医学領域では臨床研修医制度の発足とともに基礎医学

を専攻する大学院生が著しく減少している (参考文献６)。日本学術会議基礎

医学委員会と基礎生物学委員会は、主として生命科学分野のポスドクあるいは

類似の職にある人たちにウェブによるアンケート調査を行い、1147 名から回答

を得た。それらの意見を集約し、解析した結果を以下に示す。本提言は、我が

国の次代の基礎科学を支える若手の人材育成について、国策として抜本的な対

策を練るべき時期にきているとの認識のもと、その改善策を提言するものであ

る。 
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２ 生命系における博士研究員（ポスドク）並びに任期制助教及び任期制助手

等の現状と問題点 

 

我が国における博士研究員（ポスドク）並びに任期制助教及び任期制助手（以

下「ポスドク等」と総称する）の実態調査は日本学術会議数理科学委員会(参考

文献１)や文部科学省科学技術政策研究所(参考文献２，３，４)により行われて

きたが、その多くは大学や研究機関を通じた政策的・行政的な立場からの調査

であり、ポスドク等の意見を直接集約することを目的としたものではない。米

国での先例から（参考文献５）、アンケートを通じて直接ポスドク等の実態と意

識を調査することは、ポスドク等が置かれた状況と問題点を把握する上で極め

て有用であると考えられた。よって本提言の作成に先立ち、ポスドク等を直接

の対象としたアンケート調査を実施した。 

具体的には、本委員会及び基礎生物学委員会から、生物科学学会連合

（http://www.nacos.com/seikaren/）加盟の 25 団体を通じて、その会員である

ポスドク等に対し、ウェブを利用した本アンケート調査への参加を呼び掛けた。

調査期間は平成 23 年４月 12 日から５月 19 日とした。アンケートの内容は参考

資料２、別紙１に添付した。なお本アンケート調査はメディカルトリビューン

社調査部の協力を得て実施した。 

本アンケート調査では 1147 名からの回答を得た。参加呼び掛けの経緯から、

回答者は主に生命科学の研究に携わるポスドク等であると考えられる。 

アンケートの設問は以下の８項目である。（各項の詳細は別紙１「ポスドクア

ンケートの内容」を参照されたい。）(1) 回答者自身、(2) 施設環境、(3) 福利

厚生、(4) 現在の職、(5) 自分自身の研究、(6) 将来設計、(7) 生活、(8) 全体

的な満足度。 

アンケート調査の結果を以下にグラフで表し、その主なまとめを記す。年齢

別、職種別（ポスドク／任期制助教・任期制助手）等の集計については一部を

除き図示しないが、顕著な傾向については「図示しない」との注を付して文中

で述べることとした。 
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(1)  回答者自身について 

  ① 回答者全体の性別 

   1147 名の回答者の 75％が男性、女性が 25％であった。 

 

 

図１−１ 性別  

  ② 回答者の年齢分布 

 年齢は 30-35 歳がほぼ半分、36-40 歳を含めると 75％を占める。41-45

歳も７％を占めた。30 代以上が 85％であった。

 

 

 

図１−２ 年齢 

    

③  回答者の学位について 

 理学博士が一番多く４割を占め、医学、農学博士の割合が次いで多い。一

方、工学博士、薬学博士は少ない。 

女性
25.5%

男性
74.5%

（ｎ＝1147）

56～60歳
0.1%

51～55歳
0.3%

46～50歳
1.6%

41～45歳
7.1%

36～40歳
23.8%

30～35歳
52.0%

30歳未満
15.1%

（ｎ＝1147）



 

4 

 

図１−３ 最終学位 

 

  ④ ポスドク等任期制ポジションへの就任回数について 

 ポスドク等の任期制ポジションへの就任回数では、現在までに平均 1.6

回を経験している。すでに２回を経験した人（現在３回目）が 23％、すで

に３回を経験した人（現在４回目）は約 12％に達している。両者の合計は

約 34％であった。当然ながら、年齢層が高い人ほどポスドク等の経験回数

も増える傾向が認められた（図示しない）。 

          

図１−４ ポスドク等任期制ポジションへの就任回数 

 

(2)  施設環境について 

①  現職就任時における就業に関する公的文書の有無及びその内容 

 現職就任時においては、就業に関する公的契約書・任命の手紙及びその

内容契約書などを 95％の人が受け取っている。特に職務条件、報酬につい

ては９割近い人が説明を受けている。ただ福利厚生や任務については半分

の人が詳しい説明を受けていない。 

 

保健学博士
1.0%

学術博士
7.4%獣医学博士

0.6%
歯学博士

0.6%

農学博士
13.9%

薬学博士
3.4%

工学博士
6.2%

理学博士
39.3%

医学博士
15.6%

その他
12.0%

（ｎ＝1147）

5回以上
3.2%

4回
5.1%

3回
11.7%

2回
22.5%

0回
20.5%

1回
37.1%

＊現在の職を含まない

（ｎ＝1147）

【平均】1.6回
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  図２−１ 現職就任時における就業に関する公的文書受け取りの有無及び 

  その内容 

 

 

  ② 雇用先から取得した情報 

 雇用者の手引きや研究の違反行為、研究倫理については半分程度の人が情

報を得た。 

 

 

図２−２ 雇用先から取得した情報  

 

   

49.2

45.6

39.7

20.0

13.5

0% 25% 50% 75% 100%

雇用者の手引き

国が定めた研究上の違反行為や
研究倫理について

人事係やその他の相談者の
連絡先

上記のいずれでもない

憶えていない

（ｎ＝1147）

＊複数回答

わからない
1.1%

いいえ（受け取っ
ていない）

3.8%

はい（受け取った）
95.0%

（ｎ＝1147）

Ｑ.Ｂ１-ＳＱ　契約書・手紙の記載内容―全体―

87.2

88.6

51.2

54.4

3.9

3.8

0.5

0% 25% 50% 75% 100%

職務の条件

報酬

福利厚生

あなたの任務

上司の責任

憶えていない

無回答

（ｎ＝1090）

＊複数回答
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③ 現在の職が将来の仕事にどの程度ためになるか 

 60％以上の人が現在の職が研究技術の面では将来役立つとしている。ただ

し、年齢層が高い人程ためになると回答する割合が少ない（図示しない）。

また現在の職が教育能力のためにならないと回答した割合が高く、任期制助

教、助手と比較してポスドクにおいて特に顕著であった。統括能力について

も現職がためになると回答した割合は全体的に見て低いが、ポスドクにくら

べ任期制助教、助手では少し高い傾向が認められた（図示しない）。コミュ

ニケーション能力に関しては約半数が将来のためになると回答した。 

 

図２−３ 現在の職が将来の仕事にどの程度ためになるか  

 

   

 

  ④ 現職の期間中にどのような事を学んだか 

 全ての項目において、トレーニングなしと回答した人が半数以上いた。教

育能力については、ポスドクではワークショップや講義などで学んだ人の割

合が圧倒的に少なく、研究費申請書の書き方については、年齢が上がるにつ

れてワークショップ等で学んだ人の割合が減っていた（図示しない）。 

 

 

41.2

11.9

13.7

18.9

26.7

18.7

24.4

29.3

24.1

33.5

35.5

36.5

8.1

36.0

26.4

15.3

0% 25% 50% 75% 100%

Ａ）研究の技術

Ｂ）教育能力

Ｃ）統括能力

Ｄ）コミュニケーション
の技術

非常にためになる かなりためになる まあまあためになる あまりためにならない

（ｎ＝1147）
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図２−４ 現職の期間中にどのような事を学んだか  

 

   

  ⑤ 公式なトレーニングを受けたいと思う事項  

 執筆能力、発表能力、英語能力、研究費や申請書の書き方について、若い

年齢層ほど公式なトレーニングを受けたいと強く要望する傾向が認められ

た（図示しない）。逆に研究倫理のトレーニングを受けたいという要望は少

ない。 

 

図２−５ 公式なトレーニングを受けたいと思う事項  

  

21.5

6.3

12.9

6.1

10.2

20.5

37.1

35.8

20.3

34.9

19.1

58.0

56.6

51.3

73.6

54.9

78.9

2.0

0% 25% 50% 75% 100%

Ａ）研究倫理

Ｂ）執筆能力

Ｃ）演説能力／
ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ能力

Ｄ）教育能力

Ｅ）研究費や申請書
の書き方

Ｆ）グループ統括能力

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ/ｾﾐﾅｰ/公的な講義等 非公式なもの・ｼﾞｮﾌﾞﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞなし

（ｎ＝1147）

17.4

60.9

45.2

45.9

69.0

43.2

45.6

40.3

31.3

28.9

61.3

5.7

0% 25% 50% 75% 100%

研究倫理

執筆能力

発表能力

教育能力

研究費や申請書の書き方

グループ統括能力

プロジェクト統括能力

交渉能力

知的財産に関する業務

問題解決能力

英語能力

特になし

（ｎ＝1147）

＊複数回答
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 (３) 福利厚生について 

  ① 所属機関で利用できる福利厚生 

 自身の健康保険のない人が 10％強、家族の健康保険がない人が 15％もい

る。退職金は 77％、住宅手当は 62％、通勤手当は 33％で支給されない。育

児休暇は４割が利用可能と回答した。 

 

 

図３−１ 所属機関で利用できる福利厚生  

 

  ② 改善を求める福利厚生  

 退職金、住宅手当を希望する人がそれぞれ 55％と 57％、また通勤手当を

希望する人も約３割である。年齢別の集計（図示しない）では、高い年齢層

になるに従い、退職金に関しての改善の要求が高まる。30 歳未満は健康保

険について改善を求める割合が高い。 

87.9

63.8

56.8

12.5

40.1

35.6

63.8

33.0

63.6

11.2

15.2

13.9

76.8

27.6

37.2

21.3

61.7

32.7

21.0

29.2

10.7

32.3

27.2

14.9

5.3

3.7

0.9

0% 25% 50% 75% 100%

Ａ）自身の健康保険

Ｂ）家族（扶養者）の健康保険

Ｃ）ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞやﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｹｱ
のｻｰﾋﾞｽ

Ｄ）退職金

Ｅ）育児休暇

Ｆ）運動施設（ジム）

Ｇ）駐車場

Ｈ）住宅手当

Ｉ）通勤手当

利用できる 利用できない わからない

（ｎ＝1147）
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図３−２ 改善を求める福利厚生  

 

  ③ この１年間の年休取得可能日数 -年齢別- 

 取得可能な年休の日数は全体として 20 日前後である。一方、実際にこの

１年でとった年休日数は平均６−９日である。 

 30 歳未満では年休を取れないもしくは取らない、とする割合が高い。未

婚者は年休をとらない割合が高い。 

 

 

図３−３(1) この１年間の年休取得可能日数 -年齢別- 

15.7

9.9

9.2

55.2

21.4

16.7

8.2

57.3

29.3

0% 25% 50% 75% 100%

自身の健康保険

家族の健康保険

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞやﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｹｱ
のｻｰﾋﾞｽ

退職金

育児休暇

運動施設

駐車場

住宅手当

通勤手当

（ｎ＝1147）

＊３つまでの複数回答

11.2

16.2

11.9

7.3

9.6 3.8

5.3

8.7

4.9

3.7

6.7

30.4

28.9

30.0

32.6

29.8

36.0

26.0

38.2

39.6

30.8

8.1

4.6

7.5

10.3

11.5

5.8 4.0

2.9

3.5

3.8

1.8

1.0

2.3

1.7

1.0

1.1

1.8

2.2

2.6

2.8

3.0

1.1

1.8

2.1

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=1147)

【年齢別】

30歳未満(n=173)

30～35歳(n=597)

36～40歳(n=273)

41歳以上(n=104)

0日 1～5日
未満

5～10日
未満

10～20日
未満

20～30日
未満

30～50日
未満

50～100日
未満

100日
以上

無回答

20.5日

↑
平均
↓

19.1日

20.6日

19.8日

23.3日
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図３−３(２) この１年間での年休取得日数 -年齢別- 

 

  ④ 所属機関においてポスドク等も対象となる制度等 

 所属機関への受容度の指標となる「公式な集会への参加」、「職員名簿」に

ついては約半数の人が対象になっていると回答。部局内のメーリングリスト

では 75％の人が対象となっていると回答した。 

 

 

図３−４ 所属機関においてポスドク等も対象となる制度等 

  

 

29.9

41.0

29.8

27.1

19.2

28.5

25.4

26.1

31.9

38.5

20.1

13.9

21.8

20.5

20.2

13.4

6.4

14.9

15.8

10.6 3.8

6.4

3.5

4.8

1.1

2.3

2.3

2.2

1.9

1.5

0.7

2.3

1.2

2.2

3.7

1.0

0.8

2.3

0.9

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=1147)

【年齢別】

30歳未満(n=173)

30～35歳(n=597)

36～40歳(n=273)

41歳以上(n=104)

0日 1～5日
未満

5～10日
未満

10～20日
未満

20～30日
未満

30～50日
未満

50日以上 無回答

7.2日

6.3日

9.3日

7.5日

7.5日

↑
平均
↓

53.4

46.6

75.0

21.5

25.3

13.8

25.0

28.2

11.2

0% 25% 50% 75% 100%

Ａ）公式な集会

Ｂ）職員名簿

Ｃ）部局内のメーリングリスト

はい いいえ わからない

（ｎ＝1147）
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 (4) 現在の職について 

  ① 現在の職にあてはまる事項  

 契約期間が決められている人がほとんどで、フルタイムで研究に従事、

研究成果を論文にすることを求められている。現在の職が研究のトレーニ

ングのためであると考えている人は 25％程度である。 

 

図４−１ 現在の職にあてはまる事項  

 

➁ ポスドク等任期制ポジションでの通算勤務年数 –年齢別-  

   ポスドク等としての経験が５年以上の人が 40％を超えていた。特に 30 

  代後半以降では８割前後に達しており、博士号を取得した後、継続して任 

  期付の職に就いている人が多いことを示唆している。 

 

図４−２(１) ポスドク等任期制ポジションでの通算勤務年数  

 

97.7

25.5

71.9

80.1

46.7

0.1

0% 25% 50% 75% 100%

現在の職は契約期間が
決められている

現在の職は主に研究の
トレーニングのためである

現在の職はほとんどフルタイムで
研究に当てられている

研究成果を論文にすることを
求められている

シニア研究者や部局の監視の
もとに働いている

臨床の研修医である

（ｎ＝1147）

＊複数回答

１年未満
7.2%

５年以上
43.4% ２年

10.6%

１年
10.5%

３年
14.7%

４年
13.4%

（ｎ＝1147）
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図４−２(２) ポスドク等任期制ポジションでの通算勤務年数 –年齢別- 

 

 

  ③ 今後どのくらい現職が続くかについての予想 

 今後どのくらい現職が続くかという点では、わからないという人が 28％、

５年以上はまだ続くと思っている人が 14％いる。 

 

 

図４−３ 今後現在の職がどのくらい続くと思うか  

 

   

 

 

 

 

 

 

7.2

35.8

10.5

38.2

7.5

4.8

10.6

19.1

13.4

2.9

14.7

5.2

22.1

8.4

4.8

13.4

20.8

8.4

4.8

43.4

33.3

77.3

83.7

1.0

1.1

2.8

1.8

1.0

1.20.6

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=1147)

【年齢別】

30歳未満(n=173)

30～35歳(n=597)

36～40歳(n=273)

41歳以上(n=104)

１年未満 １年 ２年 ３年 ４年 ５年以上

１年
7.9%

１年未満
8.2%

わからない
28.3%

４年
9.0%

３年
18.9%

５年以上
14.3%

２年
13.3%

（ｎ＝1147）
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  ④ 現在の職名  

   ポスドクが 67％、任期制（特任）助教・助手が 21％である。 

 

 
 

図４−４ 現在の職名  

 

  ⑤ 現在の職の募集を知った経緯・経路 –年齢別- 

 大学院時代の先生や上司を通じて現在の職を知った人が半数程度、広告

で知った人は約 20％である。35 歳未満は大学院の時の先生と答えた割合が

高い。年齢別には、30 歳未満の人はほぼ 60％が大学院時代の先生である。

41 歳以上の人は上司や現在所属している機関に勤めている研究者などを通

じて知った人が多い。 

 

図４−５(１) 現在の職の募集を知った経緯・経路  

任期制（特任）助
手―再雇用なし

0.9%

その他
11.1%

任期制（特任）助
教―再雇用なし

20.7% 博士研究員
（ポスドク）

67.4%

（ｎ＝1147）

31.7

20.8

10.4

19.1

10.1

20.1

4.6

6.1

0.7

0.7

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大学院のときの先生

上　司

同じ研究室にいた別の研究者

現在所属している機関に勤めている研究者

直接今の上司に連絡し，空きがないか聞いた

専門誌や専門分野内のウェブサイトに
掲載されていた広告など

専門誌や専門分野内のウェブサイト以外に
掲載されていた広告など

学　会

キャリアフォーラム

専門を扱う転職斡旋会社

大学の人事係のウェブページ

（ｎ＝1147）

＊複数回
答
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図４−５(２) 現在の職の募集を知った経緯・経路 -年齢別- 

 

 

  ⑥ 求職時における各種条件の重要度 

 ほぼ全ての項目において求職時の条件として重要であると回答した人が

70％以上であった。中でも給料に関しては 90％近くが重要視している。ま

た図示しないが、所属機関の場所や雇用の形態は、年齢層が高い人ほど「と

ても重要だ」と答える割合が高いく、研究費や旅費に関しては年齢層の低

い人ほど「とても重要だ」と回答する割合が高い。一方、35％の人がキャ

リアデベロップメントやその他のトレーニングへ参加する機会は求職時の

条件として「全く重要ではない」と回答した。 

 

 

57.2

11.6

11.0

16.8

6.9

13.3

2.9

6.4

0.0

1.2

3.5

33.0

19.8

10.2

17.6

10.2

21.3

4.2

6.5

0.7

0.5

3.5

19.8

26.7

9.9

20.9

11.4

23.1

7.3

5.1

1.5

0.7

2.6

13.5

26.9

11.5

26.9

11.5

16.3

2.9

5.8

0.0

1.0

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

大学院のときの先生

上　司

同じ研究室にいた別の研究者

現在所属している機関に勤めている研究者

直接今の上司に連絡し，空きがないか聞いた

専門誌や専門分野内のウェブサイトに
掲載されていた広告など

専門誌や専門分野内のウェブサイト以外に
掲載されていた広告など

学　会

キャリアフォーラム

専門を扱う転職斡旋会社

大学の人事係のウェブページ

30歳未満(n=173)

30～35歳(n=597)

36～40歳(n=273)

41歳以上(n=104)

＊　複数回答
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図４−６ 求職時における各種条件の重要度  

 

  ⑦ 海外勤務（研究職）経験の有無 -年齢別- 

 ８割近くの人が海外経験がないと回答。年齢層が高い人ほど経験がある

割合が高いが、36-40 歳、41 歳以上でも６割から７割の人が経験していな

い。 

 

図４−７ 海外勤務（研究職）経験の有無 -年齢別- 

36.8

25.5

26.5

35.0

26.9

28.1

32.1

52.3

48.5

12.5

45.4

40.5

46.5

50.5

51.3

47.6

43.3

43.7

42.1

44.0

39.3

39.0

37.3

39.1

41.9

35.2

9.5

16.0

18.7

15.3

24.5

26.4

17.4

5.8

8.3

35.0

10.1

11.8

12.0

7.3

7.2

6.4

5.0

6.5

4.3

15.2

5.4

5.8

6.3

2.6

3.4

3.2

0% 25% 50% 75% 100%

（Ａ）給与

（Ｂ）福利厚生

（Ｃ）所属機関の評判／社会的地位

（Ｄ）上司の評判／社会的地位

（Ｅ）所属機関の形態（大学，政府の機関，企業等）

（Ｆ）所属機関の場所

（Ｇ）他の研究者と共同研究できる可能性

（Ｈ）施設や設備

（Ｉ）研究費や旅費

（Ｊ）ｷｬﾘｱﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄやその他のﾄﾚｰﾆﾝｸﾞへ
参加する機会

（Ｋ）職場の雰囲気／環境

（Ｌ）独立性／指導の度合い

（Ｍ）雇用の形態（常勤，非常勤，任期付き等）

とても重要だ 少し重要だ 全く重要ではない わからない／あてはまらない

22.1

10.4

18.1

31.5

40.4

77.9

89.6

81.9

68.5

59.6

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=1147)

【年齢別】

30歳未満(n=173)

30～35歳(n=597)

36～40歳(n=273)

41歳以上(n=104)

はい（あり） いいえ（なし）
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  ⑧ 海外経験がない理由  

 ⑦で「海外経験がない」と回答した人にその理由を尋ねたところ、帰国

後日本に職がないという人が４割、海外経験の必要がないと思っている人

が２割である。 

 

 

図４−８ 海外経験がない理由  

 

 

 

 (5) 自分自身の研究について 

  ① 主な資金源（研究費、旅費等）-職種別- 

 研究費の主な財源（複数回答）は、上司の研究費、上司の参加するプロ

ジェクトの研究費がそれぞれ 40％と 60％であり、本人が直接獲得した研究

費や助成金を研究に使用しているケースも 40％近くある。上司や上司のグ

ループに与えられた研究費が主体と考えられる。任期制助教・助手では自

分の研究費などを取得している人が約６割である（図示しない）。私費を投

じている人も若干いる。 

 

13.5

16.8

43.2

19.4

33.0

1.9

0% 25% 50% 75% 100%

応募したが採用されなかった

言語が異なるから

帰国後，日本に職がないから

海外経験が必要と思わないから

その他

無回答

（ｎ＝893）

＊複数回答
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図５−１(１) 主な資金源（研究費、旅費等） 

  

 

 

図５−１(２) 主な資金源（研究費、旅費等）-職種別- 

   

  ② 自身の給与の財源 -職種別- 

 給与の財源としては、文部科学省研究費助成金（約 26％）、その他の競

争的資金（約 22％）、戦略的創造研究推進事業とグローバル COE プログラ

ム（合計約 16％）との回答であり、上司の研究費による雇用が中心である。

一方、日本学術振興会特別研究費を獲得して自身の給与を確保しているケ

ースは約８％であった。文部科学省からの資金（日本学術振興会、科学技

術振興機構からの資金を含む）での雇用が約半数を占める。 

40.8

61.6

39.3

26.3

12.5

0.3

1.4

0% 25% 50% 75% 100%

上司に直接与えられた研究費

上司が所属するグループやプロジェクトに
与えられた研究費

あなたに直接与えられた
研究費や助成金

雇用先の大学や機関からの
研究費や助成金

あなたの個人的な資金（私費）

わからない

その他

（ｎ＝1147）

＊複数回答

45.5

66.1

32.3

20.1

11.0

0.4

0.8

32.8

50.6

57.5

40.1

14.6

0.4

0.8

27.6

55.1

46.5

37.8

17.3

0.0

6.3

0% 25% 50% 75% 100%

上司に直接与えられた研究費

上司が所属するグループやプロジェクトに
与えられた研究費

あなたに直接与えられた
研究費や助成金

雇用先の大学や機関からの
研究費や助成金

あなたの個人的な資金（私費）

わからない

その他

博士研究員（ポスドク）(n=773)

任期付（特認）助教＆助手―再雇用な
し(n=247)

その他(n=127)

＊複数回答
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図５−２(１) 自身の給与の財源  

 

 

図５−２(２) 自身の給与の財源 -職種別- 

 

  ③ 現職の立場上、研究費の申請を許されているか -職種別- 

 研究費の申請が許されている人の割合はポスドクでは 70％、任期制助教

及び助手では 90％を超えている。 

 

日本学術振興会
特別研究費

8.3%

民間からの
助成金・寄付金

3.8%
戦略的創造

研究推進事業
8.2%

文部科学省科学
研究費助成金

26.0%

その他
24.1%

その他の競争的資金
21.6%

グローバル
ＣＯＥプログラム

7.9%

（ｎ＝1147）

7.9

5.7

16.6

4.7

26.0

27.4

25.1

18.9

8.2

8.9

6.9

6.3

21.6

24.5

17.4

12.6

3.8

3.6

4.9

8.3

11.3

5.5

24.1

18.6

28.7

48.8

3.1

0.4

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=1147)

【職種別】

博士研究員（ポスドク）(n=773)

任期付（特認）助教＆助手
―再雇用なし(n=247)

その他(n=127)

グローバル
ＣＯＥ
プログラム

文部科学省
科学研究費
助成金

戦略的創造
研究推進
事業

その他の
競争的
資金

民間からの
助成金・
寄付金

日本学術
振興会
特別研究費

その他
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図５−３ 現職の立場上、研究費の申請を許されているか -職種別- 

 

  ④ 研究費の申請を許されていない理由 

 研究費の申請を許されていない場合、その理由としては所属機関、ある

いは給与を受けている機関の専従義務などの規約によるものがほとんどで

ある。年齢層の高い人は所属機関の規約で許されていない割合が高い（図

示しない）。 

 

 
図５−４ 研究費の申請を許されていない理由(図５−３で申請を許されて

いないと回答の場合) 

 

  ⑤ 週間の労働時間  

 平均は 55 時間、50 時間を超える人は、60％以上である。80－100 時間の

人も 15％いる。常勤以外の勤務形態もあるので過小評価になるが、８割以

上が残業（週 40 時間以上の労働）をしている計算になる。 

 

77.3

71.7

93.5

80.3

15.9

19.4

4.9

15.7

6.8

8.9

3.9

1.6

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=1147)

【職種別】

博士研究員（ポスドク）(n=773)

任期付（特認）助教＆助手
―再雇用なし(n=247)

その他(n=127)

はい いいえ わからない

33.0

52.7

13.7

4.9

9.9

2.2

0% 25% 50% 75% 100%

所属している機関の規約

給与を受けている機関の規約

上司のポリシー

わからない

その他

無回答

（ｎ＝182）

＊複数回答
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図５−５ １週間の労働時間  

 

  ⑥ 現職での論文提出等の実績  

 First author として平均 2.3 編を書いている。ただ 24%の人が論文を書

いていない。  

 

 

図５−６ 現職での論文提出等実績 

 

⑦ 申請を受理された研究費の件数 

 上記⑥で自身の研究費もしくは自身以外の立場での研究費を申請したこ

とがある人（それぞれ全体の 69％と 25％）のうち、申請を受理された人は

約７割、研究費の件数平均 1.7 件となっている。一方 30％は、受理されて

いない。30 歳未満は０が多い（図示しない）。 

7.4 3.8 17.8 23.4 14.5 7 .7

2.1 0.5

20.8

2.0

0% 25% 50% 75% 100%

全　　体
（ｎ＝1147）

10時間
未満

10～
20時間
未満

20～
30時間
未満

30～
40時間
未満

40～
50時間
未満

50～
60時間
未満

60～
70時間
未満

70～
80時間
未満

80～
100時間
未満

100時間
以上

平均

54.8時間

15.4

72.3

73.3

42.2

31.2

13.9

69.1

25.2

78.6

25.4

23.5

50.0

60.7

86.7

76.6

26.5

65.4

5.9

7.8

8.1

10.0

9.5

4.4

9.4

3.2

3.2

2.4

0% 25% 50% 75% 100%

（Ａ）単著の査読付論文

（Ｂ）First authorで共著の
査読付論文

（Ｃ）First authorではない共著の
査読付論文

（Ｄ）査読付ではない論文
（学会レポート等）

（Ｅ）本のチャプター

（Ｆ）本

（Ｇ）特許

（Ｈ）自身の研究費の申請
（科研費を含む）

（Ｉ）自身以外の立場での
研究費の申請

出した（１件以上） 出していない（０件） 無回答

平均件数

0.6件

0.7件

3.3件

0.3件

0.1件

0.6件

1.8件

3.7件

2.3件

（ｎ＝1147）
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図５−７ 申請を受理された研究費の件数(図５−６で H と I において「申請

した」と回答の場合)  

 

 

  ⑧ 現職での仕事量に対する満足度 

   現職での仕事量に対して不満を抱いている人が約半数を占めている。ま 

  た年齢が高くなるにつれ、「とても不満だ」と回答する人の割合が高くなる 

  （図示しない）。 

 

 

図５−８ 現職での仕事量に対する満足度 

 

⑨ 『ポスドク等としての地位が独立した研究者になる為の準備になって

いる』という主張への賛否 

 30％以上の人が現職は将来的な独立の準備にはなっていないと答えてい

る。一方でほぼ同じ割合（30％）の人がその準備となっていると回答して

いる。 

 

無回答
3.1%

10件以上
1.3%

5～10件未満
5.5%

3～5件未満
14.9%

0件
32.4%

2件
18.3%

1件
24.6%

（該当843人）

＊平均1.7件

とても満足だ
7.8%

少し満足だ
19.0%

とても不満だ
17.3%

少し不満だ
32.3%どちらでもない

23.6%

（ｎ＝1147）
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図５−９ 『ポスドク等としての地位が独立した研究者になる為の準備にな

っている』という主張への賛否 

 

 (6) 将来設計について 

  ① 現在、次の職を探しているか 

 約８割の人が現在次の職を探している。年齢が高くなるにつれ、次の職

を探している割合が高くなる（図示しない）。 

 

図６−１ 現在、次の職を探しているか 

 

  ② 職を探している機関 

 大学の研究施設や大学院での雇用を希望している人は 97%に上る。また、

約半数は大学の教育機関や文系の大学、企業、政府機関への就職も念頭に

置いている。その他の職種（マスメディア、非営利団体、法律関係など）

については、就職先として検討していない人が７−８割である。非営利団体

や、自営業などは年齢が高くなるにつれ、希望する割合が増えている（図

示しない）。 

非常に賛成だ
6.4%

非常に反対だ
15.3%

反対だ
18.4%

賛成だ
29.6%

どちらでもない
30.4%

（ｎ＝1147）

はい
77.8%

いいえ
22.2%

（ｎ＝1147）
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図６−２ 職を探している機関 

 

  ③ 再就職先を探す際の問題点 

 再就職先を探す際の問題点として、約９割の人が、大学や研究所からの

求人が少ないこと、また 37％の人が企業からの求人が少ないことを挙げて

いる。更には公募の求人があっても実際には内部昇格や既に決まっており

形式的である、と思っている人が 56.7％と、受け入れ先の門戸の狭さが再

就職の際の障害となっていると思っている人が多数いる。 

 一方で３−４割の人が、自分の能力が足りない（42.7％）、自分にふさわ

しいと思われる求人がない（33.7％）、家族の問題で勤務地が限定される

(27.6％)等の個人的理由が問題になっていると感じている。上司の了承が

得られない、上司が面倒を見てくれない等、上司が問題点だと感じている

人は少なかった。 

 

96.5

45.0

45.1

57.6

4.3

14.1

7.2

7.6

42.9

43.0

31.3

79.1

70.1

81.6

76.3

75.8

12.1

11.9

11.1

16.6

15.8

16.7

16.5

16.6

1.7

2.5

1.0

0% 25% 50% 75% 100%

（Ａ）大学の研究施設・大学院

（Ｂ）大学の教育機関・文系の大学

（Ｃ）企業

（Ｄ）政府機関

（Ｅ）広告，宣伝，マスメディア

（Ｆ）非営利団体

（Ｇ）法律関係

（Ｈ）コンサルティング

（Ｉ）自営業

はい いいえ 無回答

（ｎ＝892）
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図６−３ 再就職先を探す際の問題点 

 

 

  ④ 上司（指導者）とのキャリアパスについての話し合い -年齢別- 

 全く話し合わない、ほとんど話し合わないという人が 50％を超えている。

これは各年齢層でほとんど変わらない。 

 

 

図６−４(１) 上司（指導者）と今後のキャリアパスについて話し合ってい

るか  

88.5

37.0

56.8

42.7

33.7

5.0

11.0

27.6

6.3

0.6

0% 25% 50% 75% 100%

大学や研究所を希望するが，求人が少ない

企業の求人が少ない

公募の求人でも実際には内部昇格や
既に決まっている形式的なものが多い

自分の能力が足りない

自分にふさわしいと思われる求人がない

上司の承諾が得られない

上司が面倒をみてくれない

家族の問題で，勤務地が限定される

その他

無回答

（ｎ＝892）

＊複数回答

よく話し合う
6.9%

全く話し合
わない
17.1%

ほとんど話し
合わない

34.2%

たまに話し合う
41.8%

（ｎ＝1147）
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図６−４(２) 上司（指導者）と今後のキャリアパスについて話し合ってい

るか -年齢別- 

 

 

 (7) 生活について 

  ① 婚姻状況 -年齢別- 

   全体としては 50％が既婚。年齢が高いほど既婚が多い。 

 

図７−１ 婚姻状況 -年齢別- 

 

  ② 配偶者就業の有無 -年齢別- 

   既婚者の 60％強の人が配偶者も職業をもつ。 

 

6.9

7.5

6.0

6.6

11.5

41.8

47.4

42.9

38.5

35.6

34.2

34.1

34.3

36.3

27.9

17.1

11.0

16.8

18.7

25.0

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=1147)

【年齢別】

30歳未満(n=173)

30～35歳(n=597)

36～40歳(n=273)

41歳以上(n=104)

よく話し合う たまに話し合う ほとんど話し合わない 全く話し合わない

50.6

20.8

48.9

65.6

70.2

49.4

79.2

51.1

34.4

29.8

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=1147)

【年齢別】

30歳未満(n=173)

30～35歳(n=597)

36～40歳(n=273)

41歳以上(n=104)

既婚 未婚
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  図７−２ 配偶者就業の有無 -年齢別-(図７−１で既婚と回答の場合) 

 

③ 配偶者は研究者として働いているか -年齢別- 

 配偶者が職業を持つ人の約 40％は、配偶者の職業もまた研究者であると

回答した。年齢が高くなるにつれて配偶者が研究者である割合が高い傾向

があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７−３ 配偶者は研究者として働いているか -年齢別- (図７−２で配偶

者就業有りと回答した場合) 

 

  ④ 自身の、または配偶者の実家から経済的援助を受けているか 

 全体では 13％程度が自身もしくは配偶者の実家から経済的援助をうけて

いる。年齢別では 41 歳以上の人、また子どもの有無別では子どもがいる人

62.8

63.9

61.6

60.3

72.6

37.1

36.1

38.0

39.7

27.4

0.3

0.2

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=580)

【年齢別】

30歳未満(n=36)

30～35歳(n=292)

36～40歳(n=179)

41歳以上(n=73)

はい いいえ 無回答

40.9

30.4

36.7

46.3

49.1

58.2

69.6

62.2

52.8

50.9

1.1

0.5

0.9

0.3

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=364)

【年齢別】

30歳未満(n=23)

30～35歳(n=180)

36～40歳(n=108)

41歳以上(n=53)

はい いいえ 答えたくない 無回答
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が実家から援助を受けている率が高く、両者の間に一定の相関があると思

われる。 

 

図７−４ 自身、配偶者の実家から経済的援助を受けているか 

 

  ⑤ 自身の、または配偶者の実家での両親との同居の有無 -年齢別- 

   自身もしくは配偶者の実家で両親と同居していると回答した人は全体平 

  均で約７％であった。30 歳未満と 41 歳以上でやや高い傾向が認められた。 

 

 

図７−５ 自身、配偶者の実家での両親との同居の有無 -年齢別- 
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36～40歳(n=273)
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【子供の有無別】

いる(n=314)

いない(n=818)

答えたくない(n=15)

はい いいえ
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5.5

9.6

93.1

89.6
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全体(n=1147)

【年齢別】

30歳未満(n=173)

30～35歳(n=597)

36～40歳(n=273)

41歳以上(n=104)

はい いいえ
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  ⑥ １ヶ月の生活費 -年齢別、子どもの有無別、同居の有無別- 

   月々の生活費は 20 万円以下である人が全体の７割以上を占める。子ども

がいる人では生活費が 20 万円を超える人の割合が約半数と高く、子供が家

計の負担となることを示している。両親と同居している人の生活費は相対

的に低く（月々の生活費が 20 万円以下の人が約９割）、逆に両親と同居し

ていない大多数のケースで家賃が家計の負担となることを示唆している。 

 

 
図７−６ １ヶ月の生活費 -年齢別、子供の有無別、同居の有無別- 

   

  ⑦ ポスドク等でいる事の生活設計への影響の有無 

 ７割からそれ以上の人がポスドク等としての地位は生活設計に影響する

と回答。住宅購入に至っては９割以上の人が影響すると回答した。 
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図７−７ ポスドク等でいる事の生活設計への影響の有無 

 

  ⑧ 自身の年収 -年齢別- 

 年収が 400－500 万円の人の割合が最も多いが、年収が 300 万円以下の人

も多く、特に 30 歳未満では 20％以上、41 歳以上でも約 16％いる。さらに

年収 100 万円以下の人も約１％いる。 

 

図７−８ 自身の年収 -年齢別- 

 

 (8) 全体的な満足度について 

  ① 現在の職への満足度 -年齢別、職種別- 

 40％程度は全般的に現職に満足と回答しているが、全体で 45％が不満を

感じており、年齢が高いほど不満を持つ人の割合が高い傾向が認められた。 
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図８−１(１) 現在の職への満足度  

 

 
図８−１(２) 現在の職へ満足度 -年齢別、職種別- 

 

 

  ② 現在の職における各種満足度 

 職に関わる各種の側面に関するアンケートでは、ほとんどの項目におい

て大多数が「完全に満足している」あるいは「ある程度満足している」と

回答している。年齢とともに、完全に満足と回答する人の割合が減少して

いる（図示しない）。 

 また、キャリアデベロップメントやその他のトレーニングに参加する機

答えたくない
0.7%

とても満足だ
11.9%

少し満足だ
28.9% 少し不満だ

27.7%

とても不満だ
16.6%

どちらでもない
14.2%
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会には半数近くの人が満足しておらず、雇用の形態においても６割以上の

人が不満と回答した。

 

図８−２ 現在の職における各種満足度 
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 (９) 要約と問題提起 

 以上の結果をまとめると、生命系におけるポスドク等の現状は下記のように要

約される。 

 

① 人口構成 

 性別は 75％が男性、25％が女性である。30-35 歳が 52％、36-40 歳が約

24％を占める。理学博士が全体の 39％と突出している。３回以上ポスドク

等としての勤務を経験している人が 40％以上である。５年以上ポスドク等

として勤務している人は 36-40 歳で 77％、41 歳以上では 84％と、ポスドク

等としての勤務が常態化している。 

 

  ② 給与と家計 

   年収は 400 万円以上が 58％、300-400 万円が 27％、200-300 万円が 10％ 

  であり、200 万円以下も約５％程度いる。全体の約半数は既婚であるが、大 

  半が結婚、子どもを持つこと、住宅購入などに現在の職がマイナスに影響

すると考えている。 

 

  ③ 福利厚生 

   約 88％が健康保険に加入しているが、保険がない人も 10％以上いる。退 

  職金は 77％、住居手当は 62％、通勤手当は 33％が支給されていない。半数 

  強が退職金、住宅手当の支給を希望している。取得可能な年休の日数（累 

  積）は平均 21 日であるが、実際に取得した日数は平均７日強である。 

 

  ④ 給与の原資 

   給与の財源は文部科学省研究費助成金（26％）、その他の競争的資金

（22％）、戦略的創造研究推進事業とグローバル COE プログラム（それぞれ 

  ８％）が多く、上司の研究費による雇用が中心である。文部科学省（日本 

  学術振興会、科学技術振興機構を含む）の資金での雇用が約半数を占める。 

 

  ⑤ 仕事量 

   １週間の労働時間は平均 54.8 時間、40％以上が 60 時間を超え、100 時間 

  を超える人もいる。週 40 時間勤務を基準とする単純計算では 85％以上が超 

  過勤務をしている。仕事量には関してほぼ半数が不満を持っている。 

 

  ⑥ 職場でのトレーニング 

   職場では研究技術やコミュニケーション技術は身に付くが、教育能力や 

  統括能力は身に付かないと感じている。執筆能力、統括能力、英語力につ 

  いて公式なトレーニングを希望する人が 60％を超え、知的財産に関する業 
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  務のトレーニングも 30％以上が望んでいるが、公式・非公式なトレーニン 

  グを合わせてもニーズは十分に満たされていない。 

 

  ⑦ 海外経験 

   ポスドク等の 78％は海外での勤務経験がない。海外で経験を積まない 

  理由として、帰国後の職がないこと（43％）、海外経験が必要と思わないこ 

  と（19％）が挙げられている。一方 30-35 歳のポスドク等の 18％、36-40 

  歳の 32％、41 歳以上の 40％は海外での勤務経験をもつが、安定した職の獲 

  得には至っていない。 

 

  ⑧ 将来設計 

   現在 78％の人が次の職を探している。ほぼ全員が大学か研究所での就職 

  を希望しており、企業への就職を念頭に置いている人は 45％である。再就 

  職する場合の問題点としては、大学や研究所での求人が少ないこと、公募 

  していても形式的で内部昇格が多いことを危惧している。一方で、42％の 

  人が自分の実力不足も自覚している。今後のキャリアパスについて上司と 

  話し合っている人は全体の半数に過ぎない。 

 

  ⑨ 全体的な満足度 

   総合的に判断して現職に満足と感じている人は 41％、不満と回答した人 

  は 45％でほぼ拮抗している。項目別には、給与と福利厚生については 70％ 

  以上が満足しているが、雇用の形態については 60％以上、キャリアデベロ 

  ップメントの機会の不足については 44％の人が不満を抱いている。 

 

 これらの現状を我が国の社会的・経済的状況と対比して分析した結果、以下の 

 ような問題点と今後の課題が浮かび上がってきた。 

 

 ・労働条件：生命系におけるポスドク等の約 40％の年収（税込）は 400 万円以 

   下であり、平成 21 年度集計の民間給与平均（406 万円、「平成 21 年民間給与 

   実態統計調査結果」、国税庁、2011 年）を下回る。特に問題なのは、ポスド 

   ク等でありながら極端な低収入の人が散見されることである。また長時間労 

   働が常態化しており、ワークライフバランスへの悪影響が懸念される。 

 

・アカデミアにおけるキャリアパスの不足：生命系におけるポスドク等の多く 

  が大学や公的研究機関（いわゆるアカデミア）で定年制の職に就くことを希 

   望しているが、需給バランスを考えると実現困難である。ポスドク等の任期 

   付職制での勤務が常態化する一因として、アカデミアにおいても民間企業と 

   同様、定年制教職員と任期付教職員の間でキャリアトラックが分断される傾 
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   向がある事が挙げられる。これを解決するためには制度改革（例えば定年制 

   教員の受入枠を増やし、テニュアトラック制度を拡充する事）が必要と思わ 

   れる。 

 

・キャリアパスにおける選択肢の不足：生命系におけるポスドク等のアカデミ

ア志向には、アカデミア以外のキャリアパスが見えにくいことも寄与してい

ると思われる。昨今の経済的環境の厳しさから民間企業での採用も限られて

いるが、税制上の優遇措置などのインセンティブの付与を通じて民間企業へ

のキャリアパスを開くこと、またこのようなキャリアパスを顕在化（可視化）

することが必要と考えられる。 

 

・キャリア開発のためのトレーニングの不足：キャリア開発のためのトレーニ

ングの不足は、就職後の不満としては雇用形態（61％が「全く満足していな

い」と回答）に次いで突出している（44％が「全く満足していない」と回答）。

また職場に求めるトレーニング要素と実際に得られるトレーニングの間にも

ミスマッチがある。一方、ポスドク等の側の知識不足（アカデミアにいると

民間の状況が見えにくい）も問題であり、彼らの視野を広げるような教育や

意識改革も必要である。ポスドク等で最も多いのが理学博士であることは、

理学部出身者と企業との連携が必ずしも強くないことを示唆しており、大学

院レベルでも産学交流・連携の拡大（例えば企業でのインターンシップ）、キ

ャリア教育が望まれる。 

 

・海外経験者の不遇：帰国後の就職難や、海外経験の必要性を感じない（我が

国の研究レベルの向上を反映している？）などの理由から、海外志向が低下

している。また海外経験があっても定年制の職を得ることは容易ではないこ

とがデータにより裏付けられた。海外での研鑽は語学力の向上はもとより、

国外の研究者との密接な交流を通じて信頼関係を構築するなど、世界の学術

界における我が国のプレゼンスを向上する上で不可欠の要素である。特にポ

スドク等が実感している「帰国後の就職難」については改善を要する。 
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３ 提言 

 

前項のアンケート調査とその分析結果から、現在の生命系におけるポスドク

等を取り巻く環境の現状と問題点が浮き彫りになった。 

 

 研究職は、本質的に好奇心や興味に結びついた仕事であり、満足を得る事が

多い職業であるはずである。しかしながら、現実は、生命系におけるポスドク

等の半数近くが現状に不満を訴えている。任期制は職の流動性を産み、ポスド

ク等にとっても多様な職場を経験できるなど、利点も多い。現在の問題は、ア

カデミアにおけるキャリアパスの硬直化と、他の選択肢の圧倒的な不足である

と思われる。そのため、ポスドク等の多くは将来像を描けず、特に家庭や子供

を持つに当たってはそのことが明らかにマイナス要因となっている。その社会

構造上の問題の一端は行政による大学院重点化とポスドクター等一万人支援計

画にあったことは否めない。今後も行政、アカデミア、企業を含めた社会全体

として、博士号を持つ人材の活用・雇用創出を真剣に考える必要があると考え

る。 

 

我が国の科学・技術の持続的な発展を可能にするためには、ポスドク等の置

かれた環境を改善し、特にキャリアパスを充実させる必要があるとの認識にの

もと、本委員会は以下を提言する。 

 

(1) ポスドク等の待遇面での一定の基準を国策として定めるとともに、将来の

キャリアパスに繋がるトレーニングを十分行う機会をつくること 

(2) 大学・公的研究所等において、テニュアトラックシステムを充実させる仕

組みを構築すること 

(3) 海外留学を奨励するための新しい仕組みを構築すること 

(4) 企業等でのインターンシップを促進するために企業側にも税制の優遇措

置等を行うとともに、ポスドク等を一定の割合で雇用するよう奨励すること 
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＜参考資料１＞基礎医学委員会審議経過 

 基礎医学委員会で原案を作成し、基礎生物学委員会との連名で生物科学学会

連合に呼びかけ、アンケートを実施した。 

審議経過  

平成 22 年 11 月 16 日 基礎医学委員会にてアンケートについての議論をメール

などで審議。項目を議論 

平成 22 年１月 24 日 生物科学学会連合に協力を要請、快諾 

平成 23 年１月 22 日 ウェブでのアンケートの試験運用：大阪大学、理化学研

究所のポスドクに回答を依頼し、不十分な点を改変 

平成 23 年４月 12 日 アンケートを開始 

平成 23 年５月 19 日 アンケートを回収、解析 

平成 23 年８月 11 日 委員に回覧、討議 基本的に内容を承認 

 

＜参考資料２＞ アンケート調査の概要 

(1) アンケート URL（調査実施期間：2011/4/12- 5/19） 

(2) アンケートの内容 

 別紙１「ポスドクアンケートの内容」を参照 
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